
庁 議 付 議 案 件  Ｎｏ．２ 

平成２２年５月２５日  

所管    危機管理室        

  

件  名 堺市地域防災計画の修正及び堺市地震防災アクションプランの策定について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

【背景】 
平成１７年３月  国が設置する中央防災会議において、東南海・南海地震と東

海地震について地震防災戦略を策定し、地方公共団体に対し

て、国の防災戦略を踏まえた「地域目標」の設定を要請 
平成２１年１月  大阪府において、平成２０年度から平成２９年度までを計画

期間とする「大阪府地震防災アクションプラン」を策定 
【経過・現状】 
平成２０年度   堺市地震災害想定総合調査を実施 

平成２１年１０月 堺市防災会議幹事会を開催し、地域防災計画の修正及び地震

防災アクションプランの策定にあたり基本方針を決定 
         庁内検討部会を設置 検討部会 計２回開催 

                   各局照会 計４回実施 

平成２２年４月  堺市防災会議幹事会を開催し地域防災計画（修正案）及び地

震防災アクションプラン（案）への意見照会 
【政策課題】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対 応 方 針 

 

今 後の 取組 

（ 案 ） 

●堺市地域防災計画修正 

・堺市地震災害想定総合調査結果の反映 

 ※主な調査結果 

調査年度 平成２０年度（堺市調査） ※参考 平成１８年度（大阪府調査） 

名称 上町断層帯１ 東南海・南海地震 上町断層帯１ 東南海・南海地震 

全壊棟数 70,929棟 6,004棟 71,939棟 1,706棟 

死者数 3,017人 26人 3,014人 3人 

避難者数 138,643人 19,094人 131,183人 5,912人 

・減災に向けた平時の取り組みの推進、災害発生後に行政及び市民、事業所 

等が迅速に活動を行うことができるよう、地域防災計画に具体的な項目を追加 

・災害発生時における各種支援や復旧対策を円滑に行えるよう、地域防災計画 

○平成２０年度に実施した堺市地震災害想定総合調査結果に基づいた減災目

標の設定 

○上町断層帯地震や東南海・南海地震等の大規模地震の被害を最小限に止め、

発災後、早期の復旧・復興を図るため地域防災計画の具体化 

○防災対策の総合的かつ計画的な実施 

 

○堺市地域防災計画の修正 

○堺市地震防災アクションプラン（平成２２年度からの１０ヶ年計画）の策定 



の記載を具体的な内容に変更 

・体系的な防災対策の提示 

・自助・共助・公助のバランスのとれた防災体制の構築 

●堺市地震防災アクションプラン策定 

＜基本方針＞ 

・堺市地震被害想定の活用 

・大阪府と連携した目標設定と施策推進 

・防災対策の体系的整理 

・部局間の連携に基づく効果的な防災対策の実施 

・自助・共助を促す施策の実施 

＜対象とする地震＞ 

 ・上町断層帯地震、東南海・南海地震 

＜減災目標＞ 

・今後１０年間の施策展開で地震被害（人的被害・経済被害）を半減 

＜生活支援目標＞ 

・避難、食糧・生活必需品の供給等における迅速な緊急対応の実施 

・避難生活等における安全な環境の確保 

・生活基盤や経済活動の早期回復 

 ＜主な施策＞ 

 ・住宅・建築物の耐震化、不燃化（平成２７年住宅耐震化率９０％目標） 

 ・地域防災力の向上（平成２２年度に連携ネットワーク構築するなど） 

 ・危機管理体制の強化（平成２４年度末までに堺市業務継続計画策定するなど）  

 ・食糧・物資等の確保、供給（平成２５年度までに食料・生活必需品の供給 

体制を整備するなど） 

 ・被災生活者に対する支援の充実（平成２５年度までに応急仮設トイレの備蓄・ 

調達をするなど） 

●今後のスケジュール（案） 

６月中旬  意見募集のためパブリックコメントを実施 

        （堺市地域防災計画（修正案）、堺市地震防災アクションプラン（案）） 

８月上旬  堺市防災会議の開催 

８月下旬  災害対策基本法第４２条第３項に基づく大阪府知事への協議 

     （地域防災計画の修正協議） 

９月中旬  堺市地域防災計画の修正、堺市地震防災アクションプランの策定 

１０月以降 総合防災ガイドブックを作成し、防災啓発に活用 

効 果 の 想定 

○防災対策を総合的かつ計画的に実施することが可能 

○今後１０年間で実施する本市防災施策の方向性や取り組みについて、市民へ分

かりやすく説明することにより、市民・事業所等に期待する行動を明確にする

ことが可能 

関係局との 

政 策 連 携 

庁内：全局 

庁外：防災関係機関 


